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増減額 増減率

420 416 ▲  4 ▲ 1.1

資 金 利 益 372 363 ▲  9 ▲ 2.3

役 務 取 引 等 利 益 52 55 3 4.4

国 債 等 債 券 損 益 ▲  2 6 8

281 281 0

139 135 ▲  4 ▲ 3.0

[    141 ] [    129 ] [  ▲ 12 ] [ ▲ 8.8 ]

－ ▲  6 ▲  6

139 141 2 1.3

▲  8 ▲ 57 ▲ 49

株 式 等 関 係 損 益 ▲  2 0 2

不 良 債権 処理 損失 4 59 55

131 84 ▲ 47 ▲35.7

10 0 ▲ 10

14 7 ▲  7

53 32 ▲ 21

74 45 ▲ 29 ▲38.7

▲  5 53 58

一般貸倒引当金繰入前業務純益

［コ ア 業 務 純 益］

臨 時 損 益

一般貸倒引当金繰入額

前中間期比

(単位：億円、％)

16年中間期

業 務 粗 利 益

与 信 費 用

経 費

17年中間期

特 別 損 失

中 間 純 利 益

法人税、住民税等（調整額含む）

経 常 利 益

特 別 利 益

業 務 純 益

（▲65）

（   60）

１．平成１７年度中間決算

損    益    概    況

資金利益
  貸出金利回りの低下による
  利息の減収を主因として減益

資金利益
  貸出金利回りの低下による
  利息の減収を主因として減益

役務取引等利益
  預り資産増強等の効果により
  増加

役務取引等利益
  預り資産増強等の効果により
  増加

コア業務純益
  資金利益の減少等により
  コア業務純益は減益

コア業務純益
  資金利益の減少等により
  コア業務純益は減益

(注)16年中間期は、一般貸倒引当金取崩額が個別貸倒引当金繰入額を上回ったため、その差額を特別利益に計上、
   （ ）内は特別利益に計上しない場合の金額。

固定資産の減損損失額:７億円固定資産の減損損失額:７億円

前年のような多額の一般貸倒
引当金の取崩がなかったこと
から与信費用が増加

前年のような多額の一般貸倒
引当金の取崩がなかったこと
から与信費用が増加

１



１．平成１７年度中間決算

主要勘定・利回・利鞘
■  主要勘定（平残） ■  利回・利鞘

(注)預り資産は、投資信託、公共債、個人年金保険、外貨預金の合計

1.78 1.72 ▲ 0.06

1.89 1.78 ▲ 0.11

1.79 1.68 ▲ 0.11

(   2.18 ) (   2.14 ) (▲ 0.04 )
(   0.49 ) (   0.43 ) (▲ 0.06 )

2.42 2.41 ▲ 0.01

(   2.07 ) (   2.07 ) (   0.00 )

1.77 1.62 ▲ 0.15

1.24 1.16 ▲ 0.08

0.03 0.02 ▲ 0.01

1.46 1.42 ▲ 0.04

0.31 0.28 ▲ 0.03

預 金 等 利 回

資 金 ス プ レ ッド

総 資 金 利 鞘

(単位：％)

前中間期比
増    減

16年中間期 17年中間期

貸 出 金 利 回

コア貸出金利回

有 価 証 券 利 回

事 業 性 貸 出

消 費 者ロ ーン

(住宅ローン)

地 公 体 向 け

(うち除くｽﾌﾟﾚｯﾄﾞ貸)

( う ち ｽ ﾌ ﾟ ﾚ ｯ ﾄ ﾞ 貸)

30,791 31,036 0.8

28,983 29,957 3.4

事 業 性 貸 出 18,264 18,696 2.4

( 14,093 ) ( 13,622 ) ( ▲ 3.3 )

(  4,171 ) (  5,074 ) (   21.6 )

消費者ローン 6,539 6,681 2.2

(住宅ローン) (  5,799 ) (  5,971 ) (    3.0 )

地公体等向け 4,180 4,580 9.6

17,009 18,533 9.0

 8,701 9,409 8.1

4,206 4,845 15.2

648 670 3.4

49,034 49,420 0.8

33,171 33,613 1.3

11,741 11,738 ▲ 0.0

参

考
1,748 2,882 64.9

(注)ｺｱ貸出金は､預金保険機構･財務省等向け貸出金およびﾛｰﾝﾊﾟｰﾃｨｼﾍﾟｰｼｮﾝを除いた貸出金

預り資産 (末残 )

個 人 預 金

法 人 預 金

貸 出 金

社 債

株 式

(うち除くｽﾌﾟﾚｯﾄﾞ貸)

( う ち ｽ ﾌ ﾟ ﾚ ｯ ﾄ ﾞ 貸)

預金＋譲渡性預金

有 価 証 券

コ ア 貸 出 金

(単位：億円、％)

16年中間期 17年中間期
前中間期比
増  減  率

国 債

２



金融再生法開示債権の推移

1,016 1 ,029
794

490 516

824 835

582

773 700

727 730

630
686

617

低下を
見込む

7.81
8.09

6.28

5.95 5.82

0

500

1 ,000

1 ,500

2 ,000

2 ,500

3 ,000

3 ,500

14/3末 15/3末 16/3末 17/3末 (17/9末) 18/3末予想

億円

0

1

2

3

4

5

6

7

8

9

％

破産更生債権及びこれらに準ずる債権

危険債権

要管理債権

金融再生法開示債権比率

2,567

1,9492,006

2,594

1,833

１．平成１７年度中間決算

与信費用および金融再生法開示債権の状況

▲（←ピーク値14/9末：8.83％、2,804億円）

(注)損益計算書上は、一般貸倒引当金取崩額と個別貸倒引当金純繰入額の差額(10億円)
    を特別利益に計上

与信費用と与信費用比率

324

69
108112 80

0.22

0.36 0.34

1.03

0.26

0

100

200

300

400

500

13年度 14年度 15年度 16年度 17年度予想

億円

0.0

0.2

0.4

0.6

0.8

1.0

1.2
％

与信費用

与信費用比率

16年
中間期(注)

17年
中間期

75 ▲ 9 ▲ 60 ▲ 65 ▲ 65 ▲ 6 ▲ 5

249 78 172 60 173 59 85

(うち債権
 売却損) (4) (28) (63) (2) (11) (12) (N/A）

324 69 112 ▲  5 108 53 80

不良債権
処理損失

合 計

13年度

一般貸倒引当金
繰入額

(単位：億円)■ 与信費用の推移

15年度 16年度
17年度
予想

14年度

３



医療・福祉向け貸出残高(末残)

830 821 821 824

908

800

900

1,000

15／9 16／3 16／9 17／3 17／9 18／3予想

億円

２．主要経営施策

営業力の強化

本部の渉外専担人員を大幅に拡充 (17/10)

    １９名 →  ３５名体制へ

           法人渉外体制の強化

■ ローンサポートチームの強化

  ◆ ローンサポートチームを増員（４名→８名）

   ○ 成長分野向け貸出への取組強化

   ○ ストラクチャードファイナンス案件への積極的
      な取組み

   ○ 私募債引受への取組強化

   ○ ＰＦＩ事業案件への取組み

■ ビジネスサポートチーム(４名)による推進強化

  ◆ 法人総合取引推進に向けた取組みの強化

   ○ Ｍ＆Ａ業務の体制整備(17/11)

   ○ 市場誘導業務への参入(17/11)

   ○ ビジネスマッチングの活用

    ・ビジネス商談会の開催(17/6) 

■ 企業再生支援体制の強化

  ◆ 事業再生・経営改善支援のための専門部署として
     企業支援室 (３名)を新設(18/1)     

４月に発足した
ローンサポートチームの
成果大

本部渉外体制の強化

シンジケートローン関係手数料の推移

38

66
60

76
82

30

40

50

60

70

80

90

100

110

15上 15下 16上 16下 17上 17下予想

百万円

４



(15/上)

13.3%

預り資産販売額の推移
（投信・個人年金保険）

32
75

125

2727

57

74

63

2320

0

40

80

120

160

200

240

280

15上 15下 16上 16下 17上 17/下
予想

億円

個人年金保険
投資信託

２．主要経営施策

営業力の強化

182

95

5047

149
マネー
アドバイザーの
成果大

          個人渉外体制の強化

■ 預り資産推進体制の強化

  ◆ マネーアドバイザー(ＭＡ)を増員(６名→１２名)

   ○ 営業店バックアップの強化

■ 住宅ローン推進体制(業者向け渉外体制)の強化

  ◆ 住宅業者渉外専担者を増員(５名→８名)

   ○ ローンセンターを１ヵ所増設し６ヵ所体制に
      強化(17/10)

   ○ ローンセンターの営業をサポートするため、
      中小住宅業者向け渉外専担者を新設(２名配置)

■ 本部行員による重点推進地区への集中的な外訪
   活動の実施

ローンセンターの
住宅ローン取扱比率は

３割台へ

ローンセンターの住宅ローン取扱件数比率

(17/上)

29.8%

４ヵ所
３８２件

５ヵ所
６８４件

６ヵ所
体制へ

本部渉外体制の強化

５



宮城県内貸出金シェア(平成17年９月末)

信金
7.8%

第二地銀
12.5%

地銀
8.5% 都銀・長信銀

15.6%

その他
8.6%

七十七銀行
43.3%

信託
3.7%

事業性貸出金残高（平残）の推移

19,217

18,785

18,264

18,74318,696

18,375

18,000

18,500

19,000

19,500

20,000

14年度 15年度 (16年上) 16年度 (17年上) 17年度
予想

億円

コア貸出金残高(平残)の推移

29,303
29,157

28,983
29,172

29,957 30,035

28,000

28,500

29,000

29,500

30,000

30,500

31,000

14年度 15年度 (16年上) 16年度 (17年上) 17年度
予想

億円

■ コア貸出金増強への注力 ①

２．主要経営施策

営業力の強化

■ コア貸出金､事業性貸出金は増加基調に転換
   ◆ コア貸出金前年同期比＋３.４％
■ 県内シェアは高水準を維持

さらなる「貸出金増強」に向けて

出所:宮城県銀行協会ほか

６



アパートローン残高(末残)

1 ,068

1 ,014

957
917

869

700

800

900

1,000

1,100

1,200

15／9 16／3 16／9 17／3 17／9 18／3予想

億円

ビジネスローン残高(末残)

0

100

200

300

400

500

600

700

15／9 16／3 16／9 17／3 17／9 18／3予想

億円

ﾊﾟｰﾄﾅｰﾁｬﾚﾝｼﾞﾌｧﾝﾄﾞ

ﾊﾟｰﾄﾅｰｽﾍﾟｼｬﾙﾌｧﾝﾄﾞ

ｱｸﾃｨﾌﾞ

ﾌｫﾜｰﾄﾞ

484

430

285

41

118

２．主要経営施策

営業力の強化

■ ローンサポートチームとビジネスサポート
   チームの活用

  ◆ ローンサポートチーム、ビジネスサポート
     チームによる東北地区県外エリアへの積極
     的な営業展開

  ◆ 新規取引先の拡大

■ 地元中堅・中小企業向け貸出の推進

  ◆ ビジネスローンへの取組強化

   ○ ７７ビジネスローン<アクティブ10・30>の
      商品改正による利便性向上(17/8)

   ○ セグメントに応じた財務制限条項付貸出の
      取扱継続

   ○ アグリビジネス向けローン商品の販売開始
                                     (17/10)  
  ◆ アパートローンの増強

■ 新しい審査体制の導入

  ◆ 信用格付に応じた決裁権限の拡大

残高は
５００億円突破へ

■ コア貸出金増強への注力 ②  事業性貸出金の増強

残高は
1,100億円突破へ

７



無担保消費者ローン残高(末残)
(くらしあっぷローン残高)

93
92

91

98

100

80

85

90

95

100

105

110

15/3 16/3 (16/9) 17/3 (17/9) 18/3

億円

予想

住宅ローン残高（末残）の推移

5,557

5,769

5,898
5,983 6,001

6,180

5,000

5,500

6,000

6,500

15/3 16/3 (16/9) 17/3 (17/9) 18/3予想

億円

２．主要経営施策

営業力の強化

■ 住宅ローンへの取組強化

  ◆ ローンセンターの増設(17/4)､(17/10)

  ◆ 外部保証を活用した新商品投入による利用者層

     の拡大 (17/10)

  ◆ 地域の特性に応じた商品の開発

    ○ ｢七十七災害対策ローン｣の取扱開始(17/10)

■ 無担保消費者ローンの推進

  ◆ 無担保カードローンの推進

    ○ 広告宣伝とＤＭ等の活用による集中的な顧客
       開拓の推進

  ◆ 教育ローン等の提携ローンの推進

■ コア貸出金増強への注力 ③  消費者ローンの増強

無担保カードローン契約件数の推移

120

119

118

116

110

105

110

115

120

125

15/3 16/3 (16/9) 17/3 (17/9) 18/3
予想

千件

８



預り資産残高（末残）の推移

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

15/3末 16/3末 17/3末 (17/9末) 18/3予想 21/3計画

億円

外貨預金
個人年金保険
投資信託
公共債

預り資産関係受入手数料の推移
(投信・個人年金保険)

0

200

400

600

800

1,000

1,200

1,400

1,600

14年度 15年度 16年度 17年度 20年度
計画

百万円

個人年金保険

投資信託

２．主要経営施策

営業力の強化

■ マネーアドバイザー(本部渉外)の活用

■ 本部行員による集中的な外訪活動の実施(17/10)

  ◆ 富裕層・重点推進地区顧客の囲い込み 

■ 相談プラザ(17/7)､ご相談専用室(17/8)､(17/10)

   の設置による窓口提案型営業体制の強化

■ 販売商品の充実

  ◆ 投資信託新商品の取扱開始(17/10)

  ◆ 保険窓販規制緩和への対応

■ 販売スキルの向上

  ◆ ＭＡ、投信会社、保険会社の連携による販売
     要員の育成 

目標達成まで半期毎
増加額 600億円ﾍﾟｰｽ
※平成17年度上半期
  増加額実績 645億円

中計目標
7,000億円

46

409

上半期実績
341

159

■  預り資産の推進

予想

1,019
1,401

2,237

2,882

3,432

９



次期基幹システム関連経費を除く物件費の計画

248

228

200

220

240

260

16年度 17年度 18年度 19年度 20年度

億円

ＯＨＲの推移

69.9

59.6

67.3

66.4

67.5

58

60

62

64

66

68

70

72

15年度 16年度 (17／上) 17年度 18年度 19年度 20年度

％

２．主要経営施策

経営効率の改善

■ＯＨＲの改善  ～ローコストオペレーションの強化に向けて～

■ コスト構造改革

  ◆ アウトソーシングの推進

    ○ 営業店業務のグループ会社へのアウト

       ソーシング拡大

    ○ 外部企業へのアウトソーシングの実施

■ 業務プロセスの改善に向けたシステム投資を
   実施

  ◆ 行内文書の電子化の拡大

  ◆ オープンプラットフォームによる情報系シス

     テムの構築(～19年度)

    ○ データの一元的収集・蓄積によるシステム

       開発の効率性向上と分析業務効率の改善

■ 資産の収益性向上

  ◆ 不稼働資産の整理・圧縮・処分促進

システム投資に伴う
一時的な上昇

予想 計画 計画 計画

予想 計画 計画 計画
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自己資本の内訳（平成17年9月末）

税効果相当額を

除く基本的項目

2,279

税効果相当額
481

補完的項目

161

自己資本比率・Ｔｉｅｒ１比率の推移

9.90

10.60

11.04
11.35

 10.9

9.28

9.98
10.41

10.72

 10.3

7.0

8.0

9.0

10.0

11.0

12.0

13.0

15/3末 16/3末 17/3末 17/9末 18/3末予想

％

自己資本比率

Tier１比率

２．主要経営施策

健全性の維持（自己資本）

（注）税効果相当額は、その他有価証券の評価差額に係る繰延税金負債との相殺前の繰延税金資産

◆  平成１７年９月末の自己資本比率は
   １１．３５％と健全性を維持

          （国際統一基準では１３．０４％）
◆ 同Ｔｉｅｒ１比率も１０．７２％と

   引続き高水準

収益拡大に向けた

リスクアセットの増加に伴い、

１８年３月期の自己資本比率は、

若干の低下を見込む

収益拡大に向けた

リスクアセットの増加に伴い、

１８年３月期の自己資本比率は、

若干の低下を見込む

基本的項目
(Ｔｉｅｒ１)
2,760

◆ 税効果相当額の

          Ｔｉｅｒ１に対する割合
            １７．４％
  ※ バランスシート上の繰延税金資産の

     Ｔｉｅｒ１に対する割合は０．６％

◆ 税効果除きの自己資本比率
            ９．４８％

◆ 税効果相当額の

          Ｔｉｅｒ１に対する割合
            １７．４％
  ※ バランスシート上の繰延税金資産の

     Ｔｉｅｒ１に対する割合は０．６％

◆ 税効果除きの自己資本比率
            ９．４８％
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３．平成１７年度業績予想

損        益

838 ▲ 13 816 ▲ 22

資 金 利 益 741 ▲ 10 727 ▲ 14

役 務 取 引 等 利 益 104 2 106 2

国 債 等 債 券 損 益 ▲   2 ▲  2 5 7

556 ▲ 17 571 15

282 4 245 ▲ 37

[   284 ] [   6 ] [   240 ] [▲ 44 ]

▲  65 ▲  5 ▲  5 60

347 9 250 ▲ 97

▲ 179 ▲  5 ▲ 90 89

株 式 等 関 係 損 益 ▲   0 ▲  2 0 0

不 良 債権 処理 損失 173 1 85 ▲ 88

168 4 160 ▲  8

89 ▲ 32 90 1

108 ▲  4 80 ▲ 28

臨 時 損 益

経 常 利 益

17年度
（予想）

16年度
（実績） 前年度比

増減額

一般貸倒引当金繰入額

［コ ア 業 務 純 益］

(単位：億円、％)

与 信 費 用

前年度比
増減額

業 務 粗 利 益

経 費

一般貸倒引当金繰入前業務純益

業 務 純 益

当 期 純 利 益
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３．平成１７年度業績予想

主要勘定・利回・利鞘

  

貸 出 金 30,870 0.8 30,746 ▲ 0.4

コ ア 貸 出 金 29,172 0.1 30,035 3.0

有 価 証 券 17,469 8.1 18,732 7.2

預 金 ＋譲 渡性 預金 48,892 2.2 49,173 0.6

貸 出 金 利 回 1.77 ▲ 0.09 1.74 ▲ 0.03

コ ア 貸 出 金 利 回 1.87 ▲ 0.08 1.78 ▲ 0.09

有 価 証 券 利 回 1.20 ▲ 0.03 1.19 ▲ 0.01

預 金 等 利 回 0.03 0.00 0.03 0.00

資 金 ス プ レ ッ ド 1.45 ▲ 0.06 1.43 ▲ 0.02

総 資 金 利 鞘 0.31 0.00 0.26 ▲ 0.05

預 り 資 産 残 高 2,237 59.7 3,432 53.4

（注）前年度比は、主要勘定、預り資産が増減率、利回・利鞘がポイント差

参
考

(単位：億円、％)

16年度
（実績）

17年度
（予想）

主
要
勘
定
（

平
残
）

利
回
・
利
鞘

前年度比 前年度比
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参  考

中 期 経 営 計 画 の 概 要

当行が目指す
銀    行    像

期        間

名         称

基本目標

基本的な取組み方針

地域と共に歩み、地域と共に発展する「ベストクォリティバンク」

「チャレンジ４００」～コア業務純益400億円を目指して～

４年間（平成17年4月1日～平成21年3月31日）

◆ コア業務純益            380億円以上  （平成20年度）

◆ コア貸出金平残           ３兆円以上  （平成20年度）

◆ 預り資産残高          7,000億円以上  （平成20年度末）

◆ ＯＨＲ                   60％以下    （平成20年度）

◆ 自己資本比率             12％以上    （平成20年度）

◆ ｢業務粗利益の着実な増加｣と｢ローコストオペレーション」への取組強化
◆ 地域・顧客・株主とのリレーションシップの強化
◆ 新たな視点で考え、挑戦する風土の醸成
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本資料の将来の業績に関わる記述については、その内容を
保証するものではなく、経営環境の変化等による不確実性
を有しておりますのでご留意下さい。

本件に関するお問い合わせ先

株式会社七十七銀行　総合企画部

℡　　０２２－２６７－１１１１

企     画    課（内線 ３０１０・３０１１）

主     計    課（内線 ３０５０・３０５４）

広報・関連事業課（内線 ３０２０・３０２１）

インターネット・ホームページ・アドレス

ｈｔｔｐ：//ｗｗｗ．７７ｂａｎｋ．ｃｏ．ｊｐ/
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